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米エネ大手、LNG6割増産 欧州の脱ロシア見据え
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米エネルギー大手のセンプラ・インフラストラクチャーは、三井物産などと合弁で運営する同国南部の

液化天然ガス（LNG）プラントの生産能力を2027年に現在より6割増やして年約1900万トンにする。増産分

は欧州やアジアへの輸出に振り向ける。ロシアのウクライナ侵攻で欧州はロシア産ガスへの依存を減らす

方針だ。米国は中⾧期的に輸出体制を整え、ロシアへの圧力を高める。

米ルイジアナ州のLNGプラント「キャメロン」の年産能力を約675万トン高める。投資額は明らかにしてい

ないが、数千億円規模となるもようだ。23年に液化設備の設計と工事を始める。ダン・ブルイエット社⾧

が日本経済新聞の取材で明らかにした。

キャメロンはLNGプラントとして米国で有数の規模を持つ。センプラが50.2%、三井物産と三菱商事、日本

郵船の日本3社が計33.2%、仏トタルエナジーズが16.6%をそれぞれ出資して運営している。

米国はウクライナ侵攻を受けてロシア産の原油や天然ガス、石炭などの輸入を全面的に禁止することを決

めた。ロシアの主要な外貨獲得手段であるエネルギー収入を細らせ、侵攻を続けるロシア経済に打撃を与

える。

欧州もロシアへのエネルギー依存の引き下げを急ぐが、ドイツなどはロシア産ガスの調達比率が高く、禁

輸には踏み切れていない。米国はLNGの輸出体制を整えることで欧州の脱ロシアを支援し、経済制裁を中心

とする対ロ包囲網を強固にする狙いだ。

欧州は天然ガスの全量をロシア以外からの調達に切り替え、北米やアフリカからLNGを集めても22年は全需

要の約1割にあたる4000万トン規模が不足するとされる。米国やカタールでガス田の新規開発などが進んで

おり、27年前後には不足分は縮まるとみられる。キャメロンでの増産は中⾧期的にエネルギーのロシア依

存を減らすことにつながる。

ブルイエット社⾧は「ロシアや欧州の情勢を見ていると、（現状は）米国などでは世界の需要を満たすガ

スを十分に生産していない」と指摘。そのうえで「現在の価格や需要増をみると、増産計画の経済性の確

保は容易になる」と述べた。

米国では深い地中の岩盤層に閉じ込められた石油や天然ガスを取り出す「シェール革命」で天然ガスの生

産が急増している。22年にはカタールやオーストラリアを抜いて世界最大のLNG輸出国になる見通しだ。

センプラのグループ全体の売上高は約129億ドル（約1兆5000億円）。持ち株会社を通じてLNGや発電所の運

営などエネルギー事業を幅広く手掛ける。
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インドネシアで「食用油騒動」 価格高騰・購入制限も

インドネシアで食用油の需給が逼迫し価格が高騰している。スーパーや伝統市場ではパニック買いの現

象もみられ、品薄状態が続く。食用油は国民生活に身近な商品の1つであり、ジョコ大統領は政権運営に影

響しかねないとみて、対応に乗り出した。

世界の視線がウクライナに集まるなか、インドネシアの地元メディアは連日、食用油の品薄を主要ニュー

スとして伝えている。料理は揚げ物が一般的で、食用油は毎日の生活に欠かせない必需品だからだ。

ジャカルタ在住の40歳代の共働き女性は「インドネシア人は肉も魚も野菜も何でも揚げる。私の子どもは

揚げたバナナやテンペ（大豆の発酵食品）が好きで、いまの品薄は本当に困る」と語る。

食用油の高騰は原料となるパーム油の価格上昇が要因だ。主要生産地の東南アジアで、天候不順や新型コ

ロナウイルスの感染拡大に伴う労働力不足により、生産量が減少した。2022年1月の食用油の国内価格は1

キロあたり2万499ルピア（約160円）と、前年同月比で48%上がった。

価格の上昇に歯止めがかからないため、消費者はさらなる高騰を見越して購入に走る。店頭に商品が並ぶ

と、すぐに売り切れる状況が続いている。3月4日、ジャカルタのスーパーに足を運ぶと、入荷直後で在庫

はあったものの、「1人1日2リットルまで」の張り紙が貼られていた。

食用油の高騰については、政府の失策を指摘する声もある。政府は原油輸入量の抑制と温暖化ガス排出の

削減をめざし、バイオディーゼルとして軽油に配合するパーム油由来の成分を増やす政策を進めている。

これがパーム油の需給の逼迫を引き起こしたとの見方がある。

ジョコ政権は国民の不満を抑えるため、対策を講じ始めた。1月下旬からパーム油の輸出制限に踏み切り、

パーム油の生産業者に輸出から一定量を国内に回すよう義務付けた。食用油用のパーム油を国内に確保し、

食用油の価格を安定させる狙いがある。

パーム油生産業者は輸出量の20%を国内の供給にあてなければならなくなった。違反業者には輸出を禁止す

る制裁を科す。さらに政府はパーム油の輸出制限に先立ち、一般的な食用油の国内価格の上限を市場価格

より安い1リットルあたり1万4000ルピアに設定した。

政府が対策を講じてから2カ月弱。国内に十分な食用油が出回ると見込んでいたが、現時点で目立った改善

が見られない。価格も高止まりする。貿易省は、政府の固定価格より不当に高く売るため、食用油を買い

ためている卸売業者や個人がいるとみて、調査に乗り出した。

パーム油の輸出制限にはリスクもある。同国の21年の実質国内総生産（GDP）の伸び率が、コロナ禍でマ

イナスに沈んだ20年からプラス転換したのは、パーム油などの輸出が大きく寄与したからだ。主要輸出産

品の国内供給を優先すれば経済回復に水を差す可能性がある。

だが国民生活に身近な商品の高騰はデモなどを誘発しかねず、ジョコ氏は安定した政権運営に向け輸出を

制限せざるを得ない。当面は食用油が小売店に十分に出回るまで流通経路の監視を強める。
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